
議案第３号

杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和７年２月１２日

提出者 杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例（昭和６１年杉並区条例第４１

号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改める。

第２条 杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

杉並区条例第３８号）の一部を次のように改正する。

第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め、同条第３号中

「第２条第１２項」を「第２条第１３項」に改め、同条第４号中「第２条第１４

項」を「第２条第１５項」に改める。

別表第１中７の項を削り、６の２の項を７の項とし、１６の項を削り、１５の

２の項を１６の項とする。

別表第２の２の項中「外国人に対する生活保護法に準じて行う保護の実施又は

就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給」を「「生活に困窮する外

国人に対する生活保護の措置について」（昭和２９年５月８日付け社発第３８２

号厚生省社会局長通知。以下「昭和２９年社発第３８２号通知」という。）に基

づく外国人（日本の国籍を有しない者をいう。以下同じ。）であって生活に困窮

する者に係る生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の実施又は就

労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給の取扱いに準じた事務」に改

め、同表の５の項を次のように改める。

５ 区長 身体障害者福祉法 国民健康保険法による保険料の徴収

（昭和２４年法律第 に関する情報であって規則で定める

２８３号）による費 もの

用の徴収に関する事

務であって規則で定 外国人生活保護関係情報であって規



めるもの 則で定めるもの

別表第２の６の項中

「

身体障害者福祉法による身体障害者

手帳の交付に関する情報（以下「身

体障害者手帳関係情報」という。）

であって規則で定めるもの

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３

号）による精神障害者保健福祉手帳

の交付に関する情報（以下「精神障

害者保健福祉手帳関係情報」とい

う。）であって規則で定めるもの

知的障害者福祉法（昭和３５年法律

第３７号）による障害福祉サービス

又は障害者支援施設等への入所等の

措置に関する情報であって規則で定

めるもの

老人福祉法（昭和３８年法律第１３

３号）による福祉の措置に関する情

報であって規則で定めるもの

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）による地域支援事業の実施に関

する情報であって規則で定めるもの

」

を

「

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの



知的障害者福祉法（昭和３５年法律

第３７号）による障害福祉サービス

又は障害者支援施設等への入所等の

措置に関する情報であって規則で定

めるもの

老人福祉法（昭和３８年法律第１３

３号）による福祉の措置に関する情

報であって規則で定めるもの

」

に改め、同表の７の項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付（以下「中国残

留邦人等支援給付」という。）の支給に関する情報（以下「中国残留邦人等支援

給付関係情報」という。）」に改め、同表の８の項中「中国残留邦人等支援給付

等関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改め、同表の９の項を次

のように改める。

９ 区長 国民健康保険法によ 外国人生活保護関係情報であって規

る保険給付の支給又 則で定めるもの

は保険料の徴収に関

する事務であって規 都心身障害者医療費助成関係情報で

則で定めるもの あって規則で定めるもの

別表第２の１１の項を次のように改める。

１１ 区長 知的障害者福祉法に 国民健康保険法による保険料の徴収

よる費用の徴収に関 に関する情報であって規則で定める

する事務であって規 もの

則で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

別表第２の１２の項中「生活保護関係情報」を「生活保護法による保護の実施

又は就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支給に関する情報（以下

「生活保護関係情報」という。）」に改め、同表の１３の項中「身体障害者手帳



関係情報」を「身体障害者福祉法による身体障害者手帳の交付に関する情報（以

下「身体障害者手帳関係情報」という。）」に、「中国残留邦人等支援給付等関

係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改め、同表の１４の項から１

６の項までを次のように改める。

１４ 区長 母子及び父子並びに 外国人生活保護関係情報であって規

寡婦福祉法（昭和３ 則で定めるもの

９年法律第１２９

号）による便宜の供 区児童育成手当支給関係情報であっ

与に関する事務であ て規則で定めるもの

って規則で定めるも

の

１５及び１６

削除

別表第２の１８の項中「精神障害者保健福祉手帳関係情報」を「精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）による精神障害者保

健福祉手帳の交付に関する情報（以下「精神障害者保健福祉手帳関係情報」とい

う。）」に、「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援給

付関係情報」に改め、同表の１９の項中「中国残留邦人等支援給付等の」を「中

国残留邦人等支援給付の」に、「中国残留邦人等支援給付等関係事務」を「中国

残留邦人等支援給付関係事務」に、

「

身体障害者手帳関係情報であって規

則で定めるもの

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

精神障害者保健福祉手帳関係情報で

あって規則で定めるもの

知的障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規



則で定めるもの

老人福祉法による福祉の措置に関す

る情報であって規則で定めるもの

介護保険法による地域支援事業の実

施に関する情報であって規則で定め

るもの

」

を

「

身体障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

知的障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

老人福祉法による福祉の措置に関す

る情報であって規則で定めるもの

」

に改め、同表の２０の項中「介護保険法」の次に「（平成９年法律第１２３

号）」を加え、「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援

給付関係情報」に改め、同表の２１の項中

「

国民健康保険法による保険給付の支

給に関する情報であって規則で定め

るもの

中国残留邦人等支援給付等関係情報

であって規則で定めるもの

」

を

「

中国残留邦人等支援給付関係情報で

あって規則で定めるもの



」

に改め、同表の２２の項及び２３の項を次のように改める。

２２ 削除

２３ 区長 障害者の日常生活及 国民健康保険法による保険給付の支

び社会生活を総合的 給又は保険料の徴収に関する情報で

に支援するための法 あって規則で定めるもの

律による自立支援給

付の支給又は地域生 外国人生活保護関係情報であって規

活支援事業の実施に 則で定めるもの

関する事務であって

規則で定めるもの

別表第２の２４の項の次に次のように加える。

２４の２ 区 昭和２９年社発第３ 児童福祉法による助産施設における

長 ８２号通知に基づく 助産の実施又は母子生活支援施設に

外国人であって生活 おける保護の実施に関する情報であ

に困窮する者に係る って規則で定めるもの

生活保護法による保

護の決定及び実施の 身体障害者福祉法による障害福祉サ

取扱いに準じた事務 ービス又は障害者支援施設等への入

に関する事務であっ 所等の措置に関する情報であって規

て規則で定めるもの 則で定めるもの

知的障害者福祉法による障害福祉サ

ービス又は障害者支援施設等への入

所等の措置に関する情報であって規

則で定めるもの

老人福祉法による福祉の措置に関す

る情報であって規則で定めるもの

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区心身障害者福祉手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

区心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの



区難病患者福祉手当支給関係情報で

あって規則で定めるもの

介護サービス利用者負担額の助成に

関する情報であって規則で定めるも

の

身体障害者等に係る電話料金の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

心身障害者自動車等燃料購入費助成

関係情報であって規則で定めるもの

心身障害者タクシー運賃等助成関係

情報であって規則で定めるもの

心身障害者リフト付タクシー予約料

等助成関係情報であって規則で定め

るもの

都心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの

都難病患者等医療費等助成関係情報

であって規則で定めるもの

都重度心身障害者手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

都精神通院医療費助成関係情報であ

って規則で定めるもの

都結核患者医療費助成関係情報であ

って規則で定めるもの

別表第２の２６の項中

「

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの



区難病患者福祉手当支給関係情報で

あって規則で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区難病患者福祉手当支給関係情報で

あって規則で定めるもの

」

に改め、同表の２７の項中

「

杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

」

に改め、同表の２８の項中

「



区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区心身障害者福祉手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

区児童育成手当支給関係情報であっ

て規則で定めるもの

区心身障害者福祉手当支給関係情報

であって規則で定めるもの

」

に改め、同表の２９の項及び３０の項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」

を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改め、同表の３１の項を削り、同表の

３０の２の項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援

給付関係情報」に改め、同項を同表の３１の項とし、同表の３２の項及び３４の

項中「中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情

報」に改め、同表の３８の項中

「

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による自

立支援給付の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの

」

を

「

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による自

立支援給付の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの



外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

に改め、同表の３９の２の項中

「

地方税関係情報であって規則で定め

るもの

」

を

「

地方税関係情報であって規則で定め

るもの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

に改め、同表の３９の２の２の項を削り、同表の３９の３の項中「中国残留邦人

等支援給付等関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に、

「

区心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの

杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

」

を

「

外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

区心身障害者医療費助成関係情報で

あって規則で定めるもの



杉並区ひとり親家庭等の医療費の助

成に関する条例による医療費の助成

に関する情報であって規則で定める

もの

」

に改め、同表の４０の項、４２の項及び４３の項中「中国残留邦人等支援給付等

関係情報」を「中国残留邦人等支援給付関係情報」に改める。

別表第３の２の項中「中国残留邦人等支援給付等関係事務」を「中国残留邦人

等支援給付関係事務」に改め、同表の２の２の項を削り、同表の３の項中「外国

人に対する生活保護法に準じて行う保護の決定及び実施又は徴収金の徴収」を

「昭和２９年社発第３８２号通知に基づく外国人であって生活に困窮する者に係

る生活保護法による保護の決定及び実施の取扱いに準じた事務」に改める。

第３条 杉並区特別区税条例（昭和３９年杉並区条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。

第４７条第２項第２号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定（杉並区個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例第２条の改正規定、同条例別表

第１中１６の項を削り、１５の２の項を１６の項とする改正規定、同条例別表第２

の３８の項及び３９の２の項の改正規定並びに同表の３９の２の２の項を削る改正

規定を除く。）は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。

（提案理由）

個人番号を利用することができる事務等を改める等の必要がある。
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杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例等の一部を改正する条例新旧対照

表（抄）

第１条による改正（杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（設置） （設置）

第１条 杉並区情報公開条例（昭和６１ 第１条 杉並区情報公開条例（昭和６１

年杉並区条例第３８号）に基づく情報 年杉並区条例第３８号）に基づく情報

公開制度、個人情報の保護に関する法 公開制度、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）及び杉 律（平成１５年法律第５７号）及び杉

並区個人情報の保護に関する条例（令 並区個人情報の保護に関する条例（令

和５年杉並区条例第６号。以下「個人 和５年杉並区条例第６号。以下「個人

情報保護条例」という。）に基づく個 情報保護条例」という。）に基づく個

人情報保護制度、杉並区住民基本台帳 人情報保護制度、杉並区住民基本台帳

に係る個人情報の保護に関する条例 に係る個人情報の保護に関する条例

（平成１３年杉並区条例第４４号。以 （平成１３年杉並区条例第４４号。以

下「住基条例」という。）に基づく住 下「住基条例」という。）に基づく住

民基本台帳事務並びに杉並区防犯カメ 民基本台帳事務並びに杉並区防犯カメ

ラの設置及び利用に関する条例（平成 ラの設置及び利用に関する条例（平成

１６年杉並区条例第１７号。以下「防 １６年杉並区条例第１７号。以下「防

犯カメラ条例」という。）に基づく防 犯カメラ条例」という。）に基づく防

犯カメラの設置等に関する事務の適正 犯カメラの設置等に関する事務の適正

かつ円滑な運営を推進し、並びに行政 かつ円滑な運営を推進し、並びに行政

手続における特定の個人を識別するた 手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成 めの番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号。以下「番号利用 ２５年法律第２７号。以下「番号利用

法」という。）に基づく特定個人情報 法」という。）に基づく特定個人情報

（番号利用法第２条第９項に規定する （番号利用法第２条第８項に規定する
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特定個人情報をいう。以下同じ。）の 特定個人情報をいう。以下同じ。）の

取扱いの適正を確保するため、杉並区 取扱いの適正を確保するため、杉並区

情報公開・個人情報保護審議会（以下 情報公開・個人情報保護審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 「審議会」という。）を置く。

第２条による改正（杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に 第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め 掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 るところによる。

(１) 略 (１) 略

(２) 特定個人情報 法第２条第９項 (２) 特定個人情報 法第２条第８項

に規定する特定個人情報をいう。 に規定する特定個人情報をいう。

(３) 個人番号利用事務実施者 法第 (３) 個人番号利用事務実施者 法第

２条第１３項に規定する個人番号利 ２条第１２項に規定する個人番号利

用事務実施者をいう。 用事務実施者をいう。

(４) 情報提供ネットワークシステム (４) 情報提供ネットワークシステム

法第２条第１５項に規定する情報 法第２条第１４項に規定する情報

提供ネットワークシステムをいう。 提供ネットワークシステムをいう。

(５)及び(６) 略 (５)及び(６) 略

第３条による改正（杉並区特別区税条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（種別割の減免） （種別割の減免）

第４７条 略 第４７条 略
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２ 前項の規定によつて種別割の減免を ２ 前項の規定によつて種別割の減免を

受けようとする者は、納期限までに、 受けようとする者は、納期限までに、

当該軽自動車等について減免を受けよ 当該軽自動車等について減免を受けよ

うとする税額及び次に掲げる事項を記 うとする税額及び次に掲げる事項を記

載した申請書に減免を必要とする理由 載した申請書に減免を必要とする理由

を証明する書類を添付し、これを区長 を証明する書類を添付し、これを区長

に提出しなければならない。 に提出しなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 軽自動車等の所有者等の住所若 (２) 軽自動車等の所有者等の住所若

しくは居所又は事務所若しくは事業 しくは居所又は事務所若しくは事業

所の所在地、氏名又は名称及び個人 所の所在地、氏名又は名称及び個人

番号（行政手続における特定の個人 番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関 を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７ する法律（平成２５年法律第２７

号。以下「番号利用法」という。） 号。以下「番号利用法」という。）

第２条第５項に規定する個人番号を 第２条第５項に規定する個人番号を

いう。以下同じ。）又は法人番号 いう。以下同じ。）又は法人番号

（番号利用法第２条第１６項に規定 （番号利用法第２条第１５項に規定

する法人番号をいう。以下同じ。） する法人番号をいう。以下同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない （個人番号又は法人番号を有しない

者にあつては、住所若しくは居所又 者にあつては、住所若しくは居所又

は事務所若しくは事業所の所在地及 は事務所若しくは事業所の所在地及

び氏名又は名称） び氏名又は名称）

(３)～(８) 略 (３)～(８) 略


